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１. 四半期財務情報の作成等に係る事項
 ① 会計処理の方法における簡便な方法の採用の有無　      　 ：　　　　無

 ② 最近連結会計年度からの会計処理の方法の変更の有無　　 ：　　　　無

 ③ 連結及び持分法の適用範囲の異動の有無　　 ：　　　　有

     前第４四半期比　　連結（新規）3社　　（除外）1社　　　持分法（新規）0社　　（除外）0社

２. 平成 17年 ３月期第１四半期財務・業績の概況（平成 16年 4月 1日 ～ 平成 16年 6月 30日）

(1)経営成績（連結）の進捗状況 （金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。）

　　　　売    上    高 　　　　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年3月期第１四半期 71,324 7.3 2,802 △ 34.2 1,982 △ 39.6
16年3月期第１四半期 66,489 △ 8.1 4,259 △ 29.4 3,285 △ 27.4
　（参考）　16年 3月期 268,574 △ 1.3 18,104 △ 6.4 13,800 2.8

      四半期(当期)純利益 　             １ 株 当 た り        潜在株式調整後

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭

17年3月期第１四半期 208 △ 50.5 0.52 -
16年3月期第１四半期 421 △ 77.9 1.06 -
　（参考）　16年 3月期 6,019 - 15.08 14.51

(注)①持分法投資損益　　　 　　　　17年3月期第1四半期　  　  　 9百万円　  16年3月期第1四半期　　      6百万円    16年 3月期          3百万円

　　 ②期中平均株式数（連結）　　　17年3月期第1四半期　　399,082,456株    16年3月期第1四半期   399,098,180株    16年 3月期   399,090,062株

　　 ③売上高、営業利益等におけるパーセント表示は、対前年同四半期比増減率を示す。

(2)財政状態（連結）の変動状況
      　  総  資  産         　株  主  資　本       株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

17年3月期第１四半期 332,908 95,052 28.6 238.18
16年3月期第１四半期 330,448 101,099 30.6 253.32
　（参考）　16年 3月期 314,915 93,866 29.8 235.21
(注) 期末発行済株式数（連結） 　　17年3月期第1四半期　 399,082,019株      16年3月期第1四半期    399,096,667株　 16年 3月期   399,083,036株

【連結キャッシュ･フローの状況】
　　　 営業活動による 　　　 投資活動による 　 　財務活動による 　現金及び現金同等物

　　　キャッシュ・フロー 　　　キャッシュ・フロー 　　キャッシュ・フロー 　期　 末 　残 　高
百万円 百万円 百万円 百万円

17年3月期第１四半期 5,838 △ 4,210 △ 6,073 22,109
16年3月期第１四半期 6,326 △ 4,082 △ 1,826 14,723
　（参考）　16年 3月期 21,714 △ 14,932 4,391 24,780

３. 平成 17年 3月期の連結業績予想（ 平成 16年 4月 1日  ～  平成 17年 3月 31日 ）
　 　　　　  売   上   高 　　　　経　常　利　益 　　当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円 円　　銭

中　間　期 144,400 6,300 3,000 7.52
通　　　　期 300,000 15,500 9,000 22.55

　　　※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本資料発表日現在にお

　　　　 ける仮定を前提としています。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。

四 半 期 (当 期) 純 利 益 １株当たり四半期(当期)純利益

１株当たり予想当期純利益
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添 付 資 料 
 
 
１．経営成績及び財政状態 
（１）経営成績 
① 当第 1 四半期（自平成 16 年 4 月 1 日至平成 16 年 6月 30 日）の概況 

当第 1 四半期のわが国経済は、昨年後半以降、輸出の増加が生産活動の活発化や企業収益の増加につながり、設備投資
の拡大を促すという前向きの循環メカニズムが働き、回復を続けました。米国経済は、原油価格の高騰等により個人消費
の一時的な減速がみられたものの金融緩和策や減税等の財政政策を背景に自立的な拡大局面に入ってきました。欧州経済
も、世界的な景気の回復を背景に外需が伸び、緩やかに回復してきました。一方、アジアでは、中国経済が投資過熱に対
する懸念があったものの高い成長を続けており、タイ等東南アジア地域も世界景気の回復と中国の高成長に支えられ、好
調な経済環境を持続しております。 
当社は、かかる経営環境下で、今期より発足した松下電器産業株式会社モータ社との合弁事業統合会社であるミネベ
ア・松下モータ株式会社(以下、「合弁事業」)を含め各事業分野で積極的に拡販し、生産活動の一層の効率改善、品質の
向上及び高付加価値製品の開発に努めました。この結果、売上高は 71,324 百万円と前第 1 四半期と比べ 4,834 百万円
（7.3％）の増加となりましたが、電子機器事業の改善の遅れにより営業利益は 2,802 百万円、経常利益は 1,982 百万円
と、前第 1四半期に比べそれぞれ 1,457 百万円（△34.2％）、1,302 百万円（△39.6％）の減少となりました。四半期純
利益は 208 百万円と前第 1四半期と比べ 212 百万円（△50.5％）の減少となりました。 
 
(a) 当社グループのセグメント別事業の概況は、次のとおりであります。 
機械加工品事業 
機械加工品事業は、当社の主力製品であるボールベアリングの他に、主として航空機に使用されるロッドエンドベ
アリング、ハードディスク駆動装置（HDD）に使用されるピボットアッセンブリー等のメカニカルパーツ、自動車及
び航空機用のネジ、並びに防衛関連製品であります。前第1四半期に比べ主力製品であるボールベアリングは、家電業界・
自動車業界・情報通信機器関連業界向けへの積極的な拡販により売上が順調に増加しました。また、ロッドエンドベアリン
グも、米国を中心に売上が増加しました。一方、ピボットアッセンブリーは、HDD 業界の在庫調整の影響から低迷しまし
た。これらの結果、売上高は28,256 百万円と前第1四半期と比べ円高の影響もあり350百万円（△1.2％）の減少となり
ましたが、生産効率の向上によるコスト削減等により、営業利益は5,082百万円と前第1四半期と比べ174百万円（3.5％）
の増加となりました。 
電子機器事業 
電子機器事業は、HDD 用スピンドルモーター、ファンモーター・ステッピングモーター・振動モーター及びブラシ付
DCモーターの情報モーター、キーボード、スピーカー、バックライト、並びに計測機器が主な製品であります。合弁
事業発足による情報モーターの統合効果により電子機器事業の売上高が増加しました。また、バックライト、計測機
器も大きく売上高を伸ばしましたが、スピンドルモーターは HDD 業界の在庫調整の影響を強く受け低迷しました。こ
れらの結果、売上高は 43,067 百万円と前第 1 四半期と比べ 5,184 百万円（13.7％）の増加となりました。しかし、
営業利益は HDD 用スピンドルモーターの大幅生産減少によるコスト削減の遅れ、キーボードのタイより上海への生産
拠点移転に伴う費用の増加、情報モーター部門の生産統合に伴う一時的費用の発生等もあり、△2,279 百万円と前第
1四半期と比べ 1,631 百万円の大幅損失増加となりました。 
 

(b) 所在地別セグメントの概況は、次のとおりであります。 
日本地域 
日本地域は、ボールベアリングが順調に売上を伸ばし、合弁事業が新たに加わりました。この結果、売上高は 18,741
百万円と前第 1 四半期と比べ 2,311 百万円（14.1％）増加し、営業利益も902 百万円と前第 1 四半期と比べ 478 百万円
（112.7％）の増加となりました。 

アジア地域 
アジア地域は、日本、欧米のパソコンや家電メーカー等の生産拠点として重要な地域であります。HDD 関連業界の
在庫調整の影響はあったものの、情報通信機器関連業界や家電業界の好調な需要に支えられ、販売は堅調に推移いた
しました。一方、利益面では HDD 用スピンドルモーターの低迷、新たに発足した合弁事業の生産統合にかかわる一時
費用の発生、キーボードの生産移行に伴うコスト増加等厳しい状況となりました。この結果、売上高は 33,587 百万
円と前第1四半期と比べ3,231百万円（10.6％）増加いたしましたが、営業利益は930百万円と2,386百万円（△72.0％）
の大幅減少となりました。 
北米・南米地域 
北米・南米地域は、情報通信関連顧客のアジアへの生産移管が進んだものの、キーボードその他の電子機器部品も堅
調に推移しました。また、米国生産のボールベアリング及び主に航空機関連業界向けのロッドエンドベアリングは、需
要が好調に推移しました。この結果、売上高は12,170 百万円と前第 1四半期と比べ 323 百万円（2.7％）の増加となり、
営業利益は890百万円と前第 1四半期と比べ 672 百万円（308.3％）の増加となりました。 
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欧州地域 
欧州地域は、景気の緩やかな回復傾向が見られるなかで、ボールベアリング及びロッドエンドベアリング等が堅調に
推移いたしましたが、キーボード等電子機器が低調で、売上高は6,826 百万円、営業利益は78百万円と、前第 1四半期
と比べ、それぞれ1,028 百万円（△13.1％）、221 百万円（△73.9％）の減少となりました。 

 
② 通期の見通し 

世界の経済は、自律的な拡大局面に入ったと見られる米国経済に支えられ景気回復が進んでおり、米国、中国、日本を
中心に着実に好調を持続するものと予想されます。 
 
(a) 事業種類別セグメントの通期の見通しを示すと、次のとおりであります。 
機械加工品事業 
主力製品であるボールベアリングは、家電・情報通信機器・自動車業界からの需要が好調であり、引き続き積極的
な拡販を進めます。拡販に伴う量産効果に加えて更なるコスト削減、品質向上に努め、一層の業績の向上をはかりま
す。 
ロッドエンドベアリングも米国を中心に計画以上に好調な状況が続いており、今後もこの傾向が続くと予想されま
す。一方、HDD 業界の在庫調整により第 1四半期低迷したピボットアッセンブリーも、今後は在庫調整の終了に伴い、
大きく売上が伸長する見込みです。 
電子機器事業 
情報モーター事業は、合弁事業として事業が再編され松下電器産業株式会社の最先端商品開発技術力と当社の超精
密加工技術及び大量生産技術の効果が現れるまで、まだ時間がかかると予想されます。 
スピンドル・モーター事業は、2.5 インチ用スピンドルモーターの早期市場参入、及び開発に成功した圧倒的競争
力のある ROF タイプと HMF タイプの新商品の立上げが重要課題であります。全力で取り組んでいますので、今期下半
期後半には効果が徐々に現れてくると予想されます。 
キーボード事業は、上海地区での大量生産立ち上げを進めており、今期中には厳しい価格競争に打ち勝つ生産体制
が整う見込みです。 
他の電子機器事業であるバックライト、計測機器は非常に好調に推移すると予想されます。 

 
(b) 所在地別セグメントの通期の見通しを示すと、次のとおりであります。 
日本地域 
顧客企業の多くが中国をはじめとするアジア地域へ生産移転を進めるものの、ボールベアリングの好調と合弁事業
が新たに加わったことにより、前期に比べて売上高・営業利益ともに堅調に推移するものと予想されます。 
アジア地域 
情報通信機器関連業界や家電業界向けを中心に売上高は好調に推移すると見込まれます。利益面では前述しました
電子機器事業における情報モーター事業、スピンドルモーター事業、キーボード事業の収益改善対策を行い、早急に
営業利益の改善をはかります。 
北米･南米地域 
米国生産のボールベアリング及びロッドエンドベアリング等は航空機業界よりの好調な受注が続いており、キーボ
ード、ボールベアリング、各種モーター等も売上は堅調と予想されますので、売上高、営業利益共に好調に推移する
見込みです。 
欧州地域 
欧州経済は緩やかな回復は見られるものの、本格的な回復には至っておらず、売上高・営業利益は第 1四半期とほ
ぼ同様に推移するものと予想しております。 
 

（２）財政状態 
当第 1 四半期（自平成 16 年 4月 1 日至平成 16 年 6月 30 日）の状況 

当社グループは、「財務体質の強化」を主要な経営方針とし、総資産の圧縮、設備投資の抑制及び負債の削減等を進
めております。当第 1四半期末における現金及び現金同等物の残高は 22,109 百万円と前第 1四半期末と比べ 7,386 百万
円（50.2％）の増加となりました。 
当第 1 四半期の各活動におけるキャッシュ・フローの状況は、次のとおりであります。 
税金等調整前四半期純利益 1,937 百万円及び減価償却費 5,572 百万円の発生に対し、たな卸資産の増加等による支出

があった結果、営業活動によるキャッシュ・フローは5,838百万円の収入となり、前第1四半期に比べ488百万円（△7.7％）
の減少となりました。 
設備投資の支払いは 4,988 百万円と前第 1四半期と比べ減少しましたが、投資活動によるキャッシュ・フローは 4,210

百万円の支出と前第 1四半期に比べ 128 百万円（3.1％）の支出の増加となりました。 
また、短期借入金 3,286 百万円の減少等により、財務活動によるキャッシュ・フローは 6,073 百万円の支出となり前第 1
四半期に比べ 4,247 百万円の支出の増加となりました。 
なお、当第 1 四半期に松下電器産業株式会社モータ社との情報モーター事業の統合に伴う分社型吸収分割により連結

子会社であるミネベア・松下モータ株式会社が引き継いだ資産は 16,542 百万円、負債は 11,472 百万円で、現金及び現金
同等物が 1,596 百万円増加しております。 
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２.連結財務諸表等 
（１）連結貸借対照表                                          （単位：百万円） 

当第 1 四半期末 
(１６・６・３０) 

前第 1 四半期末 
(１５・６・３０) 

比 較 増 減 
前  期  末 
(１６・３・３１) 

期 別 
科 目 

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 率 金  額 構成比 
（資 産 の 部）   ％   ％   ％   ％ 

流 動 資 産  １５１,３０２ 45.5  １３７,８２２ 41.7  １３,４７９ 9.8  １３８,９５３ 44.1 
  現 金 及 び 預 金  ２２,１０９   １４,７２３   ７,３８６   ２４,７８０  
  受取手形及び売掛金  ６１,０１３   ５８,０７１   ２,９４２   ５８,２４１  
  た な 卸 資 産  ４７,３１３   ４５,５０３   １,８１０   ４１,５３４  
    繰 延 税 金 資 産  ６,８５５   ８,６１２  △ １,７５７   ６,５５４  
そ の 他  １４,３３１   １１,３５５   ２,９７６   ８,２５１  

  貸 倒 引 当 金 △ ３２１  △ ４４４   １２２  △ ４０８  
固 定 資 産  １８１,５００ 54.5  １９２,６１４ 58.3 △ １１,１１４ △  5.8  １７５,９１６ 55.9 
  有 形 固 定 資 産  １５５,２３３   １６３,０４３  △ ７,８０９   １４８,４５７  
  建 物 及 び 構 築 物  ９４,４５２   ９７,５２３  △ ３,０７１   ９２,８８１  
  機械装置及び運搬具  １９２,７２５   １９４,９０２  △ ２,１７７   １８１,６３０  
  工具器具及び備品  ５１,７９７   ４７,３５７   ４,４３９   ４４,９４５  
  土 地  １６,２６２   １６,７５６  △ ４９４   １６,１３５  
  建 設 仮 勘 定  １,６２３   １,７１７  △ ９３   ７６３  
  減 価 償 却 累 計 額 △ ２０１,６２８  △ １９５,２１４  △ ６,４１３  △ １８７,８９７  
  無 形 固 定 資 産  １２,１４１   １３,５２６  △ １,３８５   １２,４０３  
  連 結 調 整 勘 定  １１,２１８   １２,５８４  △ １,３６６   １１,４２３  
  そ の 他  ９２２   ９４１  △ １８   ９８０  
  投 資 そ の 他 の 資 産  １４,１２５   １６,０４５  △ １,９２０   １５,０５５  
  投 資 有 価 証 券  ７,３１３   ４,５８５   ２,７２８   ７,０８６  
  長 期 貸 付 金  ９４   １６９  △ ７４   ４６  
  繰 延 税 金 資 産  ４,９５９   ８,７９９  △ ３,８３９   ６,１６７  
  そ の 他  １,９００   ２,５９９  △ ６９８   １,８９７  
  貸 倒 引 当 金 △ １４３  △ １０８  △ ３４  △ １４２  
繰 延 資 産  １０５ 0.0  １１ 0.0  ９４ 808.4  ４５ 0.0 

資 産 合 計 ３３２,９０８ 100.0 ３３０,４４８ 100.0 ２,４５９ 0.7 ３１４,９１５ 100.0 

 

  
(注) 自己株式の数 

 当第１四半期末  
 ８５,６７６株 

 前第１四半期末  
７１,０２８株  

  前  期  末   
８４,６５９株 
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     （単位：百万円） 
当第 1 四半期末 
(１６・６・３０) 

前第 1 四半期末 
(１５・６・３０) 

比 較 増 減 
前  期  末 
(１６・３・３１) 

期    別 
科 目 

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 率 金  額 構成比 
（負 債 の 部）   ％   ％   ％   ％ 

流 動 負 債  １７９,５７８ 53.9  １４０,０２９ 42.4  ３９,５４８ 28.2  １６７,６２６ 53.2 

  支払手形及び買掛金  ２７,５８７   ２５,０２８   ２,５５９   ２２,７７７  

  短 期 借 入 金  ７５,４４８   ６７,３０６   ８,１４２   ７２,１９５  

  コマーシャルペーパー  ４,０００   ３,０００   １,０００   ４,０００  

  長期借入金(１年以内返済)  ６,４２８   ７８７   ５,６４１   ６,３６７  
社債(１年以内償還)  １０,０００   １０,０００   －   １０,０００  

  転換社債(１年以内償還)  ２７,０８０   －   ２７,０８０   ２７,０８０  

  未 払 法 人 税 等  ３,２６３   ２,８７５   ３８８   ２,６３８  
  賞 与 引 当 金  ２,９０９   ５,０１１  △ ２,１０２   ３,２０８  
    電源事業等整理損引当金  －   ３,０９２  △ ３,０９２   －  

    環 境整備費引当金  ９７５   １,２１５  △ ２３９   ９８９  

  そ の 他  ２１,８８４   ２１,７１２   １７１   １８,３６８  

固 定 負 債  ５２,９３５ 15.9  ８８,１８４ 26.7 △ ３５,２４８ △ 40.0  ５２,７４３ 16.8 

  社 債  ２８,０００   ２８,０００   －   ２８,０００  

  転 換 社 債  －   ２７,０８０  △ ２７,０８０   －  

  新 株引受権付社債  ４,０００   ４,０００   －   ４,０００  

  長 期 借 入 金  １９,８６１   ２７,１６８  △ ７,３０７   １９,８４２  

 退 職 給 付 引 当 金  ７５８   ８４３  △ ８４   ５９４  

 執行役員退職給与引当金  ２８   －   ２８   ２２  
  そ の 他  ２８７   １,０９２  △ ８０４   ２８４  

負 債 合 計  ２３２,５１３ 69.8  ２２８,２１４ 69.1  ４,２９９ 1.9  ２２０,３７０ 70.0 

             

（少 数 株 主 持 分）             

少 数 株 主 持 分  ５,３４２ 1.6  １,１３５ 0.3  ４,２０７ 370.7  ６７８ 0.2 

             

（資 本 の 部）             
資 本 金  ６８,２５８ 20.5  ６８,２５８ 20.7  － －  ６８,２５８ 21.7 
資 本 剰 余 金  ９４,７５６ 28.5  ９４,７５６ 28.7  ０ 0.0  ９４,７５６ 30.1 
利 益 剰 余 金  ２,９６４ 0.9 △ ４８ △ 0.0  ３,０１３ －  ２,７５５   0.8 
その他有価証券評価差額金  １,７５８ 0.5  ３２５ 0.1  １,４３２ 439.6  １,６４７  0.5 

為替換算調整勘定 △ ７２,６３９ △21.8 △ ６２,１５３ △18.9 △ １０,４８５ 16.9 △ ７３,５０５ △23.3 
自 己 株 式 △ ４７ △ 0.0 △ ３９ △ 0.0 △ ８ 20.5 △ ４６ △ 0.0 

資 本 合 計  ９５,０５２ 28.6  １０１,０９９ 30.6 △ ６,０４７ △ 6.0  ９３,８６６ 29.8 
負債、少数株主持分 
及 び 資 本 合 計 

 ３３２,９０８ 100.0  ３３０,４４８ 100.0  ２,４５９ 0.7  ３１４,９１５ 100.0 
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（２）連結損益計算書                                  （単位：百万円） 
当第１四半期 
自１６・４・ １ 
至１６・６・３０ 

前第１四半期 
自１５・４・ １ 
至１５・６・３０ 

比 較 増 減 
前  期 
自１５・４・ １ 
至１６・３・３１ 

期 別 
 
 
科 目 金  額 百分比 金  額 百分比 金  額 率 金  額 百分比 
  ％  ％  ％  ％ 
売 上 高 ７１,３２４ 100.0 ６６,４８９ 100.0  ４,８３４ 7.3 ２６８,５７４ 100.0 
売 上 原 価  ５６,６６３ 79.4  ４９,６２７ 74.6  ７,０３６ 14.2 ２０３,２６０ 75.7 

売 上 総 利 益  １４,６６１ 20.6  １６,８６２ 25.4 △ ２,２０１ △13.1  ６５,３１３ 24.3 
販売費及び一般管理費  １１,８５８ 16.7  １２,６０２ 19.0 △ ７４３ △ 5.9  ４７,２０８ 17.6 

営 業 利 益   ２,８０２ 3.9   ４,２５９ 6.4 △  １,４５７ △34.2  １８,１０４ 6.7 
営 業 外 収 益    ４８４ 0.7    ３３３ 0.5  １５０ 45.0  １,２８９ 0.5 
 受 取 利 息  ３０   ３３  △ ３   １１１  
 受 取 配 当 金  ３５   ２３   １１   ２６  
 持分法による投資利益  ９   ６   ２   ３  
 そ の 他  ４０８   ２６９   １３９   １,１４７  
営 業 外 費 用  １,３０３ 1.8  １,３０８ 2.0 △ ４ △ 0.4  ５,５９４ 2.1 
 支 払 利 息    ７４７     ８７２  △ １２５   ３,２１３  
 為 替 差 損  ２０４    ９１   １１３    ７７１  
 そ の 他  ３５１   ３４４   ７   １,６０９  

経 常 利 益  １,９８２ 2.8  ３,２８５ 4.9 △ １,３０２ △39.6  １３,８００ 5.1 
特 別 利 益  ２２８ 0.3  ２３ 0.0  ２０４ 867.4   １,７３２ 0.6 
 前期関係会社事業整理損修正額  －   －   －   ３２５  
 固 定 資 産 売 却 益  １９９   ２３   １７６   ８３  
 投資有価証券売却益  －   －   －   ８８１  
 貸 倒 引 当金戻入額  ２８   －   ２８   －  
 電源事業等整理損引当金戻入額  －   －   －    ４４１  
特 別 損 失  ２７３ 0.4  １,１３１ 1.6 △ ８５７ △75.8  ２,５７３ 0.9 
固 定 資 産 売 却 損  ５   １２  △ ６   １０５  
固 定 資 産 除 却 損  １１５   １４２  △ ２６   ６４２  
製 品 補 償 損 失  －   －   －     ４７６  
退 職 給 付 費 用  １５２   １５２   ０   ６１０  
特 別 退 職 金  －   ４００  △ ４００   ３０７  
役 員 退 職 慰 労 金  －   ４２４  △ ４２４   ４３１  

税金等調整前四半期(当期)純利益  １,９３７ 2.7  ２,１７７ 3.3 △ ２４０ △11.0  １２,９５８ 4.8 
              

法人税、住民税及び事業税              １,５７１   １,２７２   ２９９   ４,４１１  
法 人 税 等 調 整 額              ５００   ４９３   ６   ２,７９８  
法 人 税 等 合 計            ２,０７１ 2.9  １,７６５ 2.7  ３０６ 17.4   ７,２１０ 2.7 

少数株主利益又は損失(△) △   ３４２ △ 0.5 △ ９ △ 0.0 △ ３３３ － △   ２７１ △ 0.1 
四半期(当期)純利益   ２０８ 0.3  ４２１ 0.6 △ ２１２ △50.5  ６,０１９  2.2 
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（３）連結剰余金計算書                                   （単位：百万円） 
当第１四半期 
自１６・４・ １ 
至１６・６・３０ 

前第１四半期 
自１５・４・ １ 
至１５・６・３０ 

比 較 増 減 
前 期 

自１５・４・ １ 
至１６・３・３１ 

期 別 
 
 
科 目 金  額 金  額 金  額 金  額 

(資本剰余金の部)         

資 本 剰 余 金 期 首 残 高  ９４,７５６  ９４,７５６  －  ９４,７５６ 
  自 己 株 式 処 分 差 益  ０  －  ０  － 
資本剰余金四半期（期末）残高  ９４,７５６  ９４,７５６  ０  ９４,７５６ 
         

(利益剰余金の部)         

利 益 剰 余 金 期 首 残 高  ２,７５５ △ ４５４  ３,２０９ △ ４５４ 
利 益 剰 余 金 増 加 高  ２０８  ４２１ △ ２１２  ６,０１９ 

四半期 (当期 )純利益  ２０８  ４２１ △ ２１２  ６,０１９ 

利 益 剰 余 金 減 少 高  －  １６ △ １６  ２,８０９ 
連結子会社の減少による利益剰余金減少高   －  １６ △ １６  １６ 
配 当 金  －  －  －  ２,７９３ 

  自 己 株 式 処 分 差 損  －  －  －  ０ 
利益剰余金四半期（期末）残高  ２,９６４ △ ４８  ３,０１３  ２,７５５ 
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（４）連結キャッシュ･フロー計算書                                         （単位：百万円） 
当第１四半期 
自１６・４・ １ 
至１６・６・３０ 

前第１四半期 
自１５・４・ １ 
至１５・６・３０ 

比 較 増 減 
前  期 
自１５・４・ １ 
至１６・３・３１ 

期  別 

 科  目 金   額 金   額 金   額 金   額 
Ⅰ 営業活動によるキャッシュ･フロー         
   税金等調整前四半期(当期)純利益  １,９３７  ２,１７７ △ ２４０  １２,９５８ 
   減価償却費  ５,５７２  ５,４７６  ９５  ２１,７０５ 
   連結調整勘定償却額  ２７０  ２５８  １１  １,０２３ 
   持分法による投資利益 △ ９  △ ６ △ ２  △ ３ 
   受取利息及び受取配当金 △ ６６  △ ５７ △ ８  △ １３８ 
   支払利息  ７４７    ８７２ △ １２５   ３,２１３ 
   有形固定資産売却損益（売却益：△） △ １９３ △ １１ △ １８２  ２２ 
   有形固定資産除却損  １１５  １４２ △ ２６  ６４２ 
   製品補償損失引当金の増減額（減少：△） △ ３３ △ １７６  １４３  ２２７ 
   投資有価証券売却益  －  －  － △ ８８１ 
   売上債権の増減額（増加：△）  ２１２ △ ３,５７２  ３,７８４ △ ７,７３４ 
   たな卸資産の増加額 △ ２,５４３ △ １,８１９ △ ７２４ △ １,８８３ 
   仕入債務の増減額（減少：△）  ３,４４１  ８１５  ２,６２５ △ ３８６ 

貸倒引当金の減少額 △ ９５ △ ４０５  ３０９ △ ３６５ 
 賞与引当金の増減額（減少：△） △ ３０９  １,６４１ △ １,９５１ △ ３０ 

   電源事業等整理損引当金の減少額  － △ ５１  ５１ △ ３,１４４ 
   環境整備費引当金の減少額 △ １３  － △ １３ △ １３９ 

退職給付引当金の増加額  １３０  ６０７ △ ４７７  ５５９ 
執行役員退職給与引当金の増加額  ５  －  ５  ２２ 
その他 △ ２,２１５  ２,１３４ △ ４,３５０  ３,０７８ 

     小  計  ６,９５２  ８,０２６ △ １,０７４  ２８,７４５ 
   利息及び配当金の受取額  ２９  ２０  ８  １７６ 
   利息の支払額 △ ５３５ △ ６２９  ９３ △ ３,１９７ 
   法人税等の支払額 △ ６０８ △ １,０９１  ４８３ △ ４,００９ 
    営業活動によるキャッシュ･フロー  ５,８３８  ６,３２６ △ ４８８  ２１,７１４ 
         
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ･フロー         
   有形固定資産の取得による支出 △ ４,９８８ △ ５,０７４  ８６ △ １８,８２５ 
   有形固定資産の売却による収入  ８７３  ８４６  ２７  ２,３７２ 

投資有価証券の取得による支出 △ ３７ △ ０ △ ３７ △ １,９９９ 
   投資有価証券の売却による収入  －  －  －  ２,５４４ 

連結範囲の変更を伴う子会社の売却による収入  －  －  －  ３８５ 
   貸付による支出 △ ６３ △ ７ △ ５６ △ １５６ 
   貸付金の回収による収入  ２０  ２７ △ ７  ２１８ 
   その他 △ １５  １２４ △ １４０  ５２９ 
    投資活動によるキャッシュ･フロー △ ４,２１０ △ ４,０８２ △ １２８ △ １４,９３２ 
         
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ･フロー         
   短期借入金の増減額（減少：△） △ ３,２８６ △ ３０８ △ ２,９７７  ６,２４８ 
   コマーシャルペーパーの増加額  －  －  －  １,０００ 
   長期借入れによる収入  －  １,０００ △ １,０００  １,６３３ 
   長期借入金の返済による支出  － △ ５９６  ５９６ △ ２,５１３ 
   社債の発行による収入  －  －  －  １０,０００ 

社債の償還による支出  －  －  － △ １０,０００ 
自己株式の取得による支出 △ ０ △ １  １ △ ９ 
配当金の支払額 △ ２,７９３ △ ２,７９３  ０ △ ２,７９３ 
少数株主への配当金の支払額  － △ ２７  ２７ △ ２７ 
少数株主からの払込による収入  －  ９０１ △ ９０１  ９０５ 
その他  ６  －  ６ △ ５２ 

    財務活動によるキャッシュ･フロー △ ６,０７３ △ １,８２６ △ ４,２４７  ４,３９１ 
         
Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  １７９  １２８  ５１ △ ５７０ 
Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（減少：△） △ ４,２６６  ５４６ △ ４,８１２  １０,６０３ 
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  ２４,７８０  １４,１７７  １０,６０３  １４,１７７ 
Ⅶ 会社分割に伴う現金及び現金同等物の増加額  １,５９６  －  １,５９６  － 
Ⅷ 現金及び現金同等物の四半期（期末）残高  ２２,１０９  １４,７２３  ７,３８６  ２４,７８０ 
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３. セグメント情報 
（１）事業の種類別セグメント情報 

        （単位：百万円） 
当第１四半期（自 平成１６年４月１日 至 平成１６年６月３０日）  

機械加工品 電子機器 計 
消  去 
又は全社 

連 結 

Ⅰ売上高及び営業損益      
売 上 高      
(1) 外 部 顧 客 に 
対 す る 売 上 高  

28,256 43,067 71,324 － 71,324 

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

566 △       0 566    △    566 － 

計 28,823 43,067 71,890    △    566 71,324 
営 業 費 用 23,740 45,347 69,088    △    566 68,522 
営 業 利 益 又 は  
営 業 損 失 

5,082 △   2,279 2,802 － 2,802 

Ⅱ資産、減価償却費 
及 び 資 本 的 支 出 

     

資 産 189,668 220,520 410,188    △ 77,279 332,908 

減 価 償 却 費 2,605 2,966 5,572 － 5,572 
資 本 的 支 出 1,629 10,713 12,343 － 12,343 

(注) １．事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 
   ２．各区分の主な製品 
   ① 機械加工品……ベアリング、ピボット・アッセンブリー、テープガイド、ファスナー、航空機用機

械加工部品、防衛関連機器等 

   ② 電子機器………各種精密小型モーター等、キーボード、スピーカー、バックライト、ハイブリッド
ＩＣ、インバーター、ひずみゲージ、ロードセル等  

 
        （単位：百万円） 

前第１四半期（自 平成１５年４月１日 至 平成１５年６月３０日）  

機械加工品 電子機器 計 
消  去 
又は全社 

連 結 

Ⅰ売上高及び営業損益      
売 上 高      
(1) 外 部 顧 客 に  
対 す る 売 上 高  

28,606 37,883 66,489 － 66,489 

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

563 2 565    △    565 － 

計 29,169 37,885 67,055    △    565 66,489 
営 業 費 用 24,261 38,534 62,795    △    565 62,229 
営 業 利 益 又 は  
営 業 損 失 

4,908    △    648 4,259 － 4,259 

Ⅱ資産、減価償却費 
及 び 資 本 的 支 出 

     

資 産 205,070 205,309 410,379    △ 79,930 330,448 

減 価 償 却 費 2,727 2,748 5,476 － 5,476 
資 本 的 支 出 1,671 3,495 5,166 － 5,166 

(注) １．事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 
   ２．各区分の主な製品 
   ① 機械加工品……ベアリング、ピボット・アッセンブリー、テープガイド、ファスナー、航空機用機

械加工部品、防衛関連機器等 

   ② 電子機器………各種精密小型モーター等、キーボード、スピーカー、トランスフォーマー、スイッ
チング電源、インダクター、ハイブリッドＩＣ、ひずみゲージ、ロードセル等 
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            （単位：百万円） 

前 期（自 平成１５年４月１日 至 平成１６年３月３１日）  

機械加工品 電子機器 計 
消  去 
又は全社 

連 結 

Ⅰ売上高及び営業損益      
売 上 高      
(1) 外 部 顧 客 に 
対 す る 売 上 高  

111,692 156,881 268,574 － 268,574 

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

2,191 15 2,206 △   2,206 － 

計 113,884 156,896 270,781 △   2,206 268,574 
営 業 費 用 94,379 158,296 252,676 △   2,206 250,469 
営 業 利 益 又 は   
営 業 損 失 

19,505   △   1,400 18,104 － 18,104 

Ⅱ資産、減価償却費 
及 び 資 本 的 支 出 

         

資 産 189,741 196,918 386,660 △  71,744 314,915 

減 価 償 却 費 10,811 10,894 21,705           － 21,705 
資 本 的 支 出 4,168 14,929 19,097           － 19,097 

(注) １．事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 
   ２．各区分の主な製品 
   ① 機械加工品……ベアリング、ピボット・アッセンブリー、テープガイド、ファスナー、航空機用機

械加工部品、防衛関連機器等 

   ② 電子機器………各種精密小型モーター等、キーボード、スピーカー、トランスフォーマー、バック
ライト、スイッチング電源、インダクター、ハイブリッドＩＣ、インバーター、ひ
ずみゲージ、ロードセル等 
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（２）所在地別セグメント情報 
(単位：百万円) 

当第１四半期（自 平成１６年４月１日 至 平成１６年６月３０日）  

日 本 アジア 北米・南米 欧 州 計 
消  去 
又は全社 

連 結 

Ⅰ売上高及び営業損益        
売 上 高        
(1) 外 部 顧 客 に 
対 す る 売 上 高  

18,741 33,587 12,170 6,826 71,324 － 71,324 

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

39,823 38,048 333 213 78,419 △ 78,419 － 

計 58,564 71,636 12,503 7,039 149,743 △ 78,419 71,324 
営 業 費 用 57,662 70,705 11,612 6,960 146,941 △ 78,419 68,522 
営 業 利 益 902 930 890 78 2,802 － 2,802 

Ⅱ 資 産 171,870 227,273 33,511 20,148 452,805 △119,896 332,908 
(注)  国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 
   １. 国又は地域の区分方法・・・・・地理的近接度によっております。 
   ２. 各区分に属する主な国又は地域 
       ア ジ ア：タイ、シンガポール、中国、台湾、韓国等 
       北米・南米：米国、メキシコ 
       欧   州：イギリス、ドイツ、フランス、イタリア 
 
 （単位：百万円） 

前第１四半期（自 平成１５年４月１日 至 平成１５年６月３０日）  

日 本 アジア 北米・南米 欧 州 計 
消  去 
又は全社 

連 結 

Ⅰ売上高及び営業損益        
売 上 高        
(1) 外 部 顧 客 に 
対 す る 売 上 高  

16,430 30,356 11,847 7,854 66,489 － 66,489 

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

33,328 30,486 816 319 64,950 △ 64,950 － 

計 49,759 60,843 12,664 8,173 131,440 △ 64,950 66,489 
営 業 費 用 49,334 57,526 12,445 7,874 127,180 △ 64,950 62,229 
営 業 利 益 424 3,316 218 299 4,259 － 4,259 

Ⅱ 資 産 156,172 221,389 37,128 23,303 437,993 △107,544 330,448 
(注)  国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 
   １. 国又は地域の区分方法・・・・・地理的近接度によっております。 
   ２. 各区分に属する主な国又は地域 
       ア ジ ア：タイ、シンガポール、中国、台湾、韓国等 
       北米・南米：米国、メキシコ 
       欧   州：イギリス、ドイツ、フランス、イタリア 
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                     （単位：百万円） 

前 期（自 平成１５年４月１日 至 平成１６年３月３１日）  

日 本 アジア 北米・南米 欧 州 計 
消  去 
又は全社 

連 結 

Ⅰ売上高及び営業損益        
売 上 高        
(1) 外 部 顧 客 に  
対 す る 売 上 高  

68,760 121,071 48,726 30,015 268,574 － 268,574 

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

138,157 125,129 2,858 1,387 267,533 △ 267,533 － 

計 206,917 246,201 51,584 31,403 536,107 △ 267,533 268,574 
営 業 費 用 202,034 235,437 49,500 31,029 518,002 △ 267,533 250,469 
営 業 利 益 4,883 10,763 2,084 374 18,104 － 18,104 

Ⅱ 資 産 166,277 201,193 29,172 20,075 416,719 △ 101,803 314,915 
(注)  国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 
   １. 国又は地域の区分方法・・・・・地理的近接度によっております。 
   ２. 各区分に属する主な国又は地域 
       ア ジ ア：タイ、シンガポール、中国、台湾、韓国等 
       北米・南米：米国、メキシコ 
       欧   州：イギリス、ドイツ、フランス、イタリア 
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（３）海 外 売 上 高 
(単位：百万円) 

当第１四半期（自 平成１６年４月１日 至 平成１６年６月３０日） 
 

アジア 北米・南米 欧 州 合 計 

Ⅰ 海 外 売 上 高 33,759 10,974 7,212 51,946 

Ⅱ 連 結 売 上 高    71,324 

Ⅲ 
連結売上高に占める 
海外売上高の割合 

47.3% 15.4% 10.1% 72.8% 

(注) １．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 
   ２．国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 
   ① 国又は地域の区分方法・・・・・地理的近接度によっております。 
   ② 各区分に属する主な国又は地域 
       ア ジ ア：タイ、シンガポール、中国、台湾、韓国等 
       北米・南米：米国、カナダ、メキシコ等 
       欧   州：イギリス、ドイツ、フランス、イタリア、オランダ等 
 
 

(単位：百万円) 

前第１四半期（自 平成１５年４月１日 至 平成１５年６月３０日） 
 

アジア 北米・南米 欧 州 合 計 

Ⅰ 海 外 売 上 高 30,401 11,365 8,291 50,058 

Ⅱ 連 結 売 上 高    66,489 

Ⅲ 
連結売上高に占める 
海外売上高の割合 

45.7% 17.1% 12.5% 75.3% 

(注) １．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 
   ２．国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 
   ① 国又は地域の区分方法・・・・・地理的近接度によっております。 
   ② 各区分に属する主な国又は地域 
       ア ジ ア：タイ、シンガポール、中国、台湾、韓国等 
       北米・南米：米国、カナダ、メキシコ等 
       欧   州：イギリス、ドイツ、フランス、イタリア、オランダ等 
 
 

(単位：百万円) 

前 期（自 平成１５年４月１日 至 平成１６年３月３１日） 
 

アジア 北米・南米 欧 州 合 計 

Ⅰ 海 外 売 上 高 121,597 45,336 32,238 199,172 

Ⅱ 連 結 売 上 高    268,574 

Ⅲ 
連結売上高に占める 
海外売上高の割合 

45.3% 16.9% 12.0% 74.2% 

(注) １．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 
   ２．国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 
   ① 国又は地域の区分方法・・・・・地理的近接度によっております。 
   ② 各区分に属する主な国又は地域 
       ア ジ ア：タイ、シンガポール、中国、台湾、韓国等 
       北米・南米：米国、カナダ、メキシコ等 
       欧   州：イギリス、ドイツ、フランス、イタリア、オランダ等 
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４. 有価証券関係  
 
（１）その他有価証券で時価のあるもの                                                                (単位：百万円) 

 当第１四半期末(16･6･30) 前第１四半期末(15･6･30) 前 期 末(16･3･31) 

種    類 取得原価 
連結貸借対
照表計上額 差額 取得原価 

連結貸借対
照表計上額 差額 取得原価 

連結貸借対
照表計上額 差額 

その他有価証券で
時価のあるもの 

 

      
  

 

 
  

 

 
  

株   式 ３,１０８ ５,９９１ ２,８８３ ２,７２３ ３,２５７  ５３４ ３,０７１ ５,７７２ ２,７０１ 

合  計 ３,１０８ ５,９９１ ２,８８３ ２,７２３ ３,２５７  ５３４ ３,０７１ ５,７７２ ２,７０１ 

 
 

 
（２）時価評価されていない主な有価証券                                                             (単位：百万円) 

 当第１四半期末(16･6･30) 前第１四半期末(15･6･30) 前 期 末(16･3･31) 

種     類 連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 １,０９４ １,１０４ １,０９４ 

合    計 １,０９４ １,１０４ １,０９４ 

（注）非上場株式（店頭売買株式を除く） 
 
  



-   - 15 

 
５. 生産、受注及び販売の状況 
 
（１）生 産 実 績                                                                                (単位：百万円) 

事 業 の 種 類 別 セ グ メ ン ト                 
当第１四半期 
自１６・４・ １ 
至１６・６・３０ 

前第１四半期 
自１５・４・ １ 
至１５・６・３０ 

前     期 
自１５・４・ １ 
至１６・３・３１ 

機 械 加 工 品                  ２７,９９９  ３０,５７４ １１４,７９４ 

電 子 機 器                  ４３,６８３  ３９,６１１ １５４,４２２ 

合 計            ７１,６８２  ７０,１８５ ２６９,２１６ 

(注) 金額は、販売価格(消費税抜き)によっております。 
 

（２）受 注 実 績                                                                                   (単位：百万円) 
当第１四半期 
自１６・４・ １ 
至１６・６・３０ 

前第１四半期 
自１５・４・ １ 
至１５・６・３０ 

前     期 
自１５・４・ １ 
至１６・３・３１ 事 業 の 種 類 別 セ グ メ ン ト                 

受注高 受注残高 受注高 受注残高 受注高 受注残高 

機 械 加 工 品                 30,478 36,896 29,685 34,304 113,141 34,674 

電 子 機 器                 49,374 28,757 43,735 27,921 157,262 22,450 

合 計           79,852 65,653 73,420 62,225 270,404 57,124 
(注) 金額は、販売価格(消費税抜き)によっております。 

 
（３）販 売 実 績                                                                                   (単位：百万円) 

事 業 の 種 類 別 セ グ メ ン ト                 
当第１四半期 
自１６・４・ １ 
至１６・６・３０ 

前第１四半期 
自１５・４・ １ 
至１５・６・３０ 

前     期 
自１５・４・ １ 
至１６・３・３１ 

機 械 加 工 品                 ２８,２５６ ２８,６０６ １１１,６９２ 

電 子 機 器                 ４３,０６７ ３７,８８３ １５６,８８１ 

合 計           ７１,３２４ ６６,４８９ ２６８,５７４ 

(注) 金額は、販売価格(消費税抜き)によっております。 
 




